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座長：埼玉県医師会副会長　　　金　井　忠　男

　先ほどお話しをしましたとおり、古川先生は前の

講演が延びてしまったということで、さき程到着を

されました。前後いたしますけれども、基調講演を

お願いしたいと思います。

　基調講演のテーマは、「勤務医と医政活動」、「立

ち去り」か「参加」か、ということでございます。

　簡単に古川先生のご略歴等を紹介させていただき

ます。

　古川先生は、慶應義塾大学の医学部を卒業された

現役の外科医でございます。同時に、同学の文学部、

法学部を卒業されておられまして、平成８年には司

法試験に合格をされております。

　現在は慶應義塾大学法科大学院の助教授、医学部

基　調　講　演

外科の助教授も兼任をされております。

　これは、講演とは別ですけれども、来夏、参議院

議員選挙がございますが、古川先生は自由民主党公

認候補として埼玉県地方区で立候補を予定しており

ます。

　本会の会員でありますとともに、我々前からいろ

いろなお話しをさせていただいておりますし、県の

医師会にもいろいろとご協力をいただいており、大

変に信頼のできる方として県医師会は全力で支援す

るべく準備をいたしているところでございます。高

得票で当選をされて医師会のために尽力をしていた

だきたいと、そんなふうに思っております。

　では、先生よろしくお願いします。
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　一方、専門家と言われる人たちの給与でございま

すが、弁護士が、恥ずかしながら一番高いところに

おりますけれども、今その数が増えてきていてだん

だん給与は下がってくるはずでございます。次にパ

イロット、そして大学教授、こういうふうに並んで

いますが、医師というのは、なぜかずっと下で、各

企業、製造会社や金融機関、こういった方々の平均

年収よりもずっと低いのです。我々の就学年数、あ

るいは現場での苦労を考えますと、はなはだ冷遇さ

れているという実情がよくわかると思います。

　　（スライド３）

　勤務医の労働条件が近年非常に悪化したと言われ

ていますが、先ほど、今３人のシンポジストの先生

方からも各論について詳細なご報告がございました

基調講演

「勤務医と医政活動」─「立ち去り」か「参加」か─

慶應義塾大学法科大学院、医学部助教授・弁護士　　　古　川　俊　治

　金井先生、過分なご紹介本当にありがとうござい

ます。

　本日、吉原会長が出しましたテーマ「勤務医と医

政活動」の中でアンガージュマンを求める、勤務医

が医政活動に参加していこう、こういう呼びかけを

していこうという試みでございます。

　私も、今の状況、医療の置かれている現場を考え

て、まず一番大事なことがこれだと思っております。

最後まできょうはこのテーマでお話しをさせていた

だきたいと思っております。

　　（スライド１）

　勤務医の過労という問題がずっとマスコミを騒がし

てまいりました。過労死、あるいは自殺の多くが働き

過ぎた勤務医で、もう燃え尽きたという遺書を残され

ている場合が多いというふうに報道をされております。

　　（スライド２）
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が、そのとおりでございます。

　その１つの原因は、やはり経営状況が医療機関で

悪化していること。これによってしっかりとした待

遇ができない。これが第一の問題です。診療報酬が

抑制されていること、それと同時に、昭和 50年代

に建設ラッシュであったころからちょうど建てかえ

の時期を迎えまして、各医療機関で資金需要が増し

ている。こういう背景がございます。

　これとともにもう一つ大きいのが、医療安全への

要求でございます。これについて患者さん側は非常

に意識が高まっている。同時に、医師側の責任を重

く問われるようになった。だから働いていても厳し

い注意が要求されて、長時間拘束される、こういう

ことになるわけでありまして、この２点が大きい原

因です。

　これに加えて、悪かったのが臨床研修医制度の必

修化、これによりまして、主に今まで供給源になっ

ていただいた大学からの派遣という医師の供給が止

まってしまった。こういったことが全部一遍にきた

わけです。これによって著しく勤務医の労働状況が

悪化した。

　その結果、現場から立ち去る先生方が徐々に出て

きている。これは特に婦人科、小児科ではよく知ら

れた事実でありますが、その他、外科系の諸科にお

きましても、特に地方を中心にこの現象が目立って

おります。立ち去りによって更に残された現場の状

況が悪くなる、その悪循環が起こってより勤務医の

労働条件が悪化したということになったわけであり

ます。

　　（スライド４）

　まず、最初の医療費抑制の問題から考えてみた

いと思います。政府の推計では、現在 2006 年から

医療給付費はずっと増えていって、今のままだと

2025 年には 56兆円になってしまう、だから厚生労

働省はここで９億円削減しようと、財務省はさらに

それプラス７億円の削減を求めるというようことが

ずっと議論されてまいりました。

　　（スライド５）

　しかしながら、1997 年から 2003 年までの医療費

の増加というのを、よく実情を考えてみますと、実

際のところ介護保険の分を除いて考えますと、医療

費というのは年平均で１％ちょっとしか上がってな

いのです。これが実情でございます。騒がれている

ほど全く上がっていないのが実際でございまして、

65歳未満でいきますと、年平均 0.27％しか上がっ

ていない。この６年間で見た場合でございます。

　では、なぜそんなに注目されたかというのは、対

ＧＤＰ比が上がったということをマスコミ、あるい

は政府が大きく宣伝したからでございます。これは

なぜかといいますと、1997 年度から 2003 年度にか

けまして、名目ＧＤＰはずっとデフレで下がってき

たのです。一方で、人件費の比率の高い医療費とい

うのは、人件費を削るわけにはいきませんから、下

がらずに、どんどん対ＧＤＰ比が増えてきたという

のが実際のところでありまして、医療費は現実には

僅かしか増えておりません。この認識がまず正確な

事実認識のはずであります。

　　（スライド６）

　そして、これが厚労省によって行われてきた過去

の医療費の推定でございます。2025 年には医療費
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が幾らになるかという推定でございますが、何と

1995 年には今の倍近い 141 億円という試算を出し

ていたのです、実際に、これがとんでもない試算に

基づいているということがよくわかります。常に厚

労省の試算というのは、今まで過大に見積もられて

きた、これはもう明らかなことでございまして、経

済優先の日経新聞でさえ、現実より過大な推計数字

に基づいて医療費削減がなされると、医療の質や安

全という問題が起こらないか、こういう発言をして

いる編集委員もいらっしゃる。こういう状況になっ

ているわけであります。

　　（スライド７）

　日本の医療の質、これは繰り返すまでもありませ

んが、非常に優秀でございます。まず平均寿命は先

進国で一番長い、もちろん世界でトップであります。

そして 1,000 人当たりの新生児死亡率も一番低い、

このように医療の代表的な質の指標というのが近年

におきましても世界一を誇っていたわけでございま

す。

　　（スライド８）

　しかしながら、この医療費の対ＧＤＰ比は日本が

先進国でほぼ最低でありまして、昨今イギリスにま

で抜かれたという話しがございますので、真に最低

になりました。そして１人当たりの医療費というの

は、もちろん先進国でずっと最低でまいりました。

　　（スライド９）

　また、日本の非常に特徴的なのは、とにかく患者

さんが医者にかかりやすいことです。受診の回数と

いうのはアメリカの 2.2倍であります。しょっちゅ

うどうにでも医者にかかれる。フリーアクセスと言

われる所以であります。そして医療費全体に占める

公的負担といいますか、保険や税金等で見込まれる

額というのが８割近く、自己負担は平均すると２割

ぐらいで、気軽に受診できるようになっている。こ

ういう非常にいいシステムであり、ＷＨＯで世界１

位という評価をずっと得てまいりました。

　実際のところ、コストパフォーマンスから見て、

先進国で最も安いコストで世界一の質を実現してい

る。これほど理想な国はないわけです。これがなぜ

　　（スライド６）
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出来高払いという経済システムの中でできてきたの

か、こういうことをよく考えてはっきり申し上げま

すと、これは、つまり日本の医師たちというのが非

常に倫理的であると、我々が努力の結果こういう実

現ができている、すばらしい医療ができているのだ

と、そういうことが自明の理として出てくるはずで

ございます。

　　（スライド 10）

　これは、昨今のある識者の言葉でございますが、

普通に考えるとこういう結論が出てきて当然のこと

なのでございます。

　　（スライド 11）

　私、英国に 2004 年からまいりまして１年間英国

の医療というものを、歴史というものをずっと見て

まいりました。英国では、サッチャー政権におきま

して、強い医療費削減政策というものがとられてま

いりました。

　例えば、完全な民営化はしないけれども、内部で

市場原理というものを持ち込む、あるいはサービス

など提供者というものを分離しまして、競争を起こ

させるというシステムです。そして予算保持医とい

うシステム、ＧＰは自分の予算の中で安い病院を決

められる。こういう経済原理を取り入れて、改革を

行ったわけであります。

　　（スライド 12）

　このような医療費削減政策の結果、何が起こっ

たかというと、「第三世界並みの医療」と言われる

医療になってしまったわけであります。

　一番有名なのが待機患者のリストでありまして、

非常に待ち時間が長いです。一般医療患者の半数

が２日以上待たされていて、エコーの検査の平均

待ち時間というのは８週間だそうです。２年間手

術を待った人もいる。この待機患者リスト、とに

かくイギリスに私まいりましたときに、救急になっ

たら待機リストの前の方にいかないと治らないか

らということを言われまして、いかに前の方にず

るく割り込むかという作戦をいろいろ教えられた

という経験がございます。これほどひどい状況に

なってしまった。

　そして、見かねた医療従事者は 26％が５年間の

うちに海外へ流出したのです。彼らは英語がしゃ

べれますので、いろんな国に行って診療ができる

わけであります。主にアメリカに行ったわけであ

りますけれども、４分の１が海外へ行っていなく

なってしまったのです。こういう状況になりまし

た。

　そして、イギリス政府がとったことは、とにか

く海外から医療従事者を輸入するわけです。減っ

た分補強すればいい、これは政府のとり得る選択

なのです。こういうことが行われたのですが、日
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本の警鐘にもなると思っております。そして、非常

に現場では厳しい労働条件がつけられました。医療

従事者の士気が大きく低下しまして、医療事故が多

発しました。これも大きな問題になりました。

　このような結果になって、結局イギリスでは医療

費をこのまま放置できない。1.5倍に上げなければ

いけないということが、ようやく次のブレア政権に

なって決まって、今徐々に医療は建て直しにきてい

ますが、今まだその質と安全という面から見ますと、

我が国にはるかに劣っているのが現状でございます。

　　（スライド 13）

　まずもって、この医療安全ということが今言われ

ておりますけれども、コストがかかる問題でござい

ます。例えばオーダーエンドリーシステムというの

を完備すると、これが薬剤に関する間違いを減らす

ということについて多くの実証データがございま

す。

　しかしながら、これには非常に大きな費用がかか

りまして、これに見合う収益というのは全く見込め

ませんので、これに投資することができる状況にな

いというのが実情であります。

　そして、同様に言えることが電子カルテでござい

ます。これを入れた場合に初期投資が大変高い、費

用に対応する収益というのは全く見込めないという

ことがありまして、これにも否定的にならざるを得

ない。

　今、医療現場の現状というのはこういうことでご

ざいます。そして、今やられているような院内安全

管理業務の重さ、インシデントレポート報告をやら

なきゃいけない、そして講習会等をやらなきゃいけ

ない、こういう義務づけがずっと行われてきたわけ

でありますが、こういったものでは、実際のところ

何も収益は上がらないのです。労働条件は改善され

ません。安全講習会に出た後も、ずっと出た分だけ

また働かなければいけない、こういうことになって

いるわけであります。

　特に、医療安全において大事なのはスタッフの数

の補強なのです。これはもうわかりきっていること

でございまして、それには増員に必要な費用という

ものをしっかりつけていただかなければ、医療機関

は経営していけないわけでありまして、こういうよ

うな医療安全に対するコスト、この話し抜きで安全

対策をしているのが現在の厚労省でございます。現

在でも医療事故が全く減っておりませんが、医療安

全が全く進まないというのは、コストを真面目に論

じようとしないからでございます。

　　（スライド 14）

　そして、医療事故に関して次に問題になっていま

すのが、昨今の厳罰化、医師の責任が重くなってい

ることです。こういう現象がもう一つ勤務医の非常

にプレッシャーになっているということが言えると

思います。

　逮捕事例が大変多くなった。逮捕というのは、非

常に強い、強硬な手段でございまして、医師を警察

署に、あるいは拘置所にとどめておきながら犯罪者

扱い、認めるまでずっと問い続けるという方法でご

ざいます。

　昭和 63年に鹿児島で１件ございました後、14年

間医師の逮捕事例というのはなかったのです。とこ

ろが、平成 14年を境に、続けざまに毎年起こって
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いる。特に、福島の事件では警察側の内部では、う

わさによりますと、表彰か何かが行われたという状

況があるようですので、これについては断固として

我々医師会としても物をいっていかなきゃいけな

い。もちろん日医はそれに対応をしておりますが、

警察がそういう認識でいること自体がかなりの問題

であるというように思われるわけであります。

　　（スライド 15）

　実際、逮捕するということの合理性なのですけれ

ども、刑事訴訟法という法律で厳密にこれは制限さ

れております。

　１つが逮捕の理由があること、医療過誤事件にお

きましては、カルテ等を調べまして、罪を犯したこ

とを疑うに足りる相当程度の理由というのは、ある

ということになりまして、この逮捕の理由というの

は、一般的に認められる場合が多いのでございます

が、次に問題なのが、逮捕の必要性です。この両方

の要件がそろわないと逮捕してはいけないことに

なっております。

　医師を逮捕する必要があるかといいますと、医師

というのは一番逃亡しにくい。住所不定無職という

方が一番逃亡しやすいのです。医師は日々働いてい

るわけですから、そういう必要は全然ないはずです。

証拠隠滅の可能性というのも、もうカルテ等をすで

に押さえられているわけですから、問題ないわけで

あります。

　特に、福島産科事件の場合には、もう既に院内

で調査も終わって、県からの一応制裁というのを

受けた上で謝罪をして、そしてもう一度気を取り

直してしっかり働こうというふうに頑張っていた

産科医、これを逮捕したわけでありまして、これ

が本当に適法な逮捕かどうか、大いに疑問なわけ

でございます。こういうことが現に行われている

わけであります。

　　（スライド 16）

　また、医療過誤というものに本当に刑事制裁とい

うものを適用して意味があるのかどうか、もう一度

こういうことを考えてみる必要がございます。特に

重い刑事罰は、大変基本的な事故について問われる

のです。例えば広尾病院の事故、薬の名前を間違っ

てしまって人が亡くなってしまった。ああいう基本

的な事故、あるいは横浜市立医大の事故というのは、

患者さんを取り違えてしまった、ああいうプロとい

えないような行為、医療とは呼べないような行為に

ついて問わざるを得ない。ただ、実際のところ、あ

あいう事故というのは予見できないのです。

　我々も診療していて、ついうっかりして薬の名前

を間違えるかわからないのです。そういうのは予見

ができない。これに対し、もともと法律上の過失と

いうものを問うためには、予見可能性が必要なので

す。すなわち刑事責任を問う前提であるはずの予見

可能性がないことについて刑事責任が問われてい

る。こういう矛盾がまずあるわけであります。

　そして、英米では医療過誤に対して刑事責任を問

うことは全くというほど行われておりません。これ

は無意味だからです。なぜ無意味かといいますと、

刑事制裁というのには目的がありますが、医療過誤

において、刑事責任を問うことと刑事制裁の目的は

全く合致してないのです。

　まず、社会防衛というのは、すごく危険な人、す
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ごく注意ができない人、そういう方に医療行為をや

らせないために刑務所に行かそうという考え方で

す。仮にそうであれば、危険な方はまず医師免許を

停止してゆっくり再教育をして、危なくなくなるま

で教育する。こういうやり方で済むはずです。何も

刑事責任を問う必要は全くないわけであります。

　次に、一般予防というのは、もし医療過誤をやっ

た場合には刑務所に行かなければいけないと告知し

ておくのです。例えば人を殺していけないというの

は刑法に書いてあるのですが、あれが一般予防のや

り方です。人を殺すと刑務所に行きなさいと書いて

あるから、みんな注意をして、怖いから人を殺さな

いのだと、こういう考え方、悪玉説なんですけれど

も、こういう考え方を一般予防といいます。でも、

医療過誤の場合、医療過誤を犯すと処罰されるかも

しれないとわかっていても、予見可能性がないので

す。いつ本当に薬の名前を間違えてしまうかわから

ない。全くそれはわかっていても起こってしまうの

が医療事故でありますから、一般予防は全く機能し

ないのです。これも無意味であります。

　最後に残るのが、遺族の精神的損害に対する慰謝

のための応報ということになりますけれども、これ

は病院側でしっかり社会的な謝罪をして、その上で

民事賠償をやるわけですから、これで済むはずでご

ざいます。

　ですから、意味がないというのが合理的な考え方

でございます。医療過誤に対する刑事制裁は、多く

の矛盾があって原則として止めるべきだというふう

に考えられるわけであります。

　医療政策というものがどうやって出てくるか。

2006 年にも大きな医療制度改革が行われましたけ

れども、これは、まず医療制度というものは歴史や

文化の上に立っていて、もともとの制度の理念があ

ります。目的があります。その上に環境変化があっ

て政策が立ってくるわけであります。これが本来あ

るべき姿であります。

　これらに、もう一つかかわってくるのが政治でご

ざいます。今、我々の日本の歴史、そして医療制度

の理念に本当にかなった政策がなされているか、こ

の問題は常に問われるべきだと思っております。こ

れを変えるのは、やはり政治力でしかない。これが

民主主義国家で決められた原理でございます。

　　（スライド 18）

　日本国憲法は、我々の法律体系の一番上に立って

いるものです。これは日本国民全員の総意として定

められたことになっております。前文には、日本国

民というのは、正当に選挙された代表者を通じて行

動するということになっておりまして、国会は、国

民に選ばれた国会議員が活動するから国権の最高機

関なわけです。そして内閣というのは、常に国民の

代表者から構成される国会に責任を負います。財政

処理というのは、必ず国会の議決に基づいてやれと

いうことでありまして、国民の総意をもって行って

いく。それを国会議員が代弁をしていく、こういう

システムがとられているわけであります。

　　（スライド 17）
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　　（スライド 19）

　現場の我々が、ではどうやって国の政策を掲げて

いくか。こんなに意味のない医療費削減をやってい

て、無意味な医師に対する厳しい政策が行われてい

る。これに対してどうやって政治的に対応していく

べきでしょうか。

　現在、政治力を持っているのは医師会であります。

学会は全く無視されております。現実のところ、私

は勤務医で学会活動を今まで基盤にしてきましたの

で、これを強く感じていました。ほとんど厚労省は

相手にしません。医師会の方が力を持っています。

国民は世論という形で国に対する力を持ちますが、

主にこれがマスコミによって左右されるわけであり

ます。

　国民に、今マスコミの報道を通じまして少し勤務

医がかわいそうな状況にあるという理解が生まれて

おります。

　これを実効的な政策に反映させるには、やはり勤

務医が医師会の行動力を通じて国に上げていく、国

民の見解として反映させていく筋をつくらなければ

いけないと思っております。それによって、国民に

よって国を動かす力にしていく、こういう筋書きを

つくっていく、これが政治の役割だと思います。

　　（スライド 20）

　ここで、医師会と弁護士会というものを比べてみ

たいと思いますが、弁護士会の場合は、強制的に

100％加入でございます。これに対し大体医師会の

場合６割程度。弁護士会の中心メンバーは町弁とい

いまして、開業医と同じように小単位でやっている

弁護士が中心になってやっています。ただ、活動は

　

非常に尊敬されておりまして、徐々に大手事務所も

参加しなきゃということになってきました。公益活

動がそこで呼び声になっているわけであります。

　若手メンバーは非常に積極的です。弁護士になっ

た以上社会正義のために働きたいが、それを発揮で

きる場は弁護士会しかないということでやっている

ことがよくあります。

　そして、綱紀粛正力についていいますと、非常に

強力であります。弁護士を辞めさせることができる

のが弁護士会であります。医師会は残念ながらこの

点が一番問題だと思います。

　現在のところ、何か問題になる医師を見ても、な

かなか率直なご意見を申し上げる機会も機能も内部

にない。これが非常に大きな問題かなと思っており

ます。国民からの信頼は、現在医師会については、

あえて申し上げますが、不足しております。弁護士

会の方は比較的良好でございます。

　　（スライド 21）

　ある地方の医師会の勤務医上がりの先生のホーム

　　（スライド 20）
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ページからですけれども、勤務医にとって、医師会に

余り入るメリットがないのだというのです。医師会報

というのは余り読まないけれども、中にはいい記事も

書いてある。でも具体的なメリットは余りないと。

　ただ、行政に発言力を持つ団体としての医師会と

いうことから考えますと、地域医療とか、医療をよ

くするために、そういった意味で医師会活動をして

いきたい。こういう意思は勤務医にもやっぱりある

のだというのです。それはよくわかります。社会正

義の実現をしてみたいという意思はあるわけです。

　しかしながら、勤務医会員というのが中心的な存

在になれないということ。もう一つ、会費について

文句を言っている。これがいろんな勤務医の率直な

意見を集約するとこうなるという報告を、このホー

ムページではしておりました。

　　（スライド 22）

　しかしながら、この先生は、非常にいいことを言っ

ておりまして、昔は自分も同じようなつもりだった

というのです。実は私自身も数年前までは医師会に

入っていなかったのですけれども、勤務医の最初は

皆そういうものだと思います。

　ところが、だんだんこうやらなければということ

を思いまして、医師会員になっていくわけでありま

す。いつかきっかけがあるかということで、これは

年齢相応のことと考えます。

　医師会のメリットというのは、やはり医師として

社会的行動ができて、地域に還元できる。今日もご

発言がありましたけれども、地域との連携というこ

とでございます。そして現場を担っている立場にお

いて、いろんなパイプを通じて医療行政というもの

に物が言っていける、これがまさに医師会員である

喜び、これは老若男女を問わないし、勤務医か開業

医かを問わない、そういう喜びが医師としてプロ

フェッショナルとしてあるはずだというのです。

　ですから、勤務医は全員医師会になり得ると、今

後どうやって勤務医がみんな参加していこうという

医師会になっていくか、これはやっぱり公益活動の

宣伝の仕方で、魅力ある医師会創りをもっと考えな

ければいけないと思いますが、医師会自体は実際に

そういう素質を持っているのであります。

　　（スライド 23）

　昨今の医療への不信により、現在、国民に医療サー

ビスが適切に供給され需要されているという認識が

弱いのです。これは一番大きいのはマスコミの非常

に一面的な書き方の影響なのです。薬づけ、検査づ

け、社会的入院ですとか、医師が高収入とまだ言っ

ています。医師は非常に低い収入で、ずっとマスコ

ミ従事者より低いですけれども、まだこういうふう

な書き方をするわけであります。

　そして、医療事故は多発している。ですから財源

投入への合意というものは十分に得られていない。

これをどう変えていくか、これが非常に重要なとこ

ろであります。国民にとって医師は医師なんです。

だから開業医も勤務医も実際のところ別がない。国

民から見れば医師は医師です。

　ですから、勤務医に考えていただきたいのは、開

業医というものに医政を本当に任せておいていいの

かということです。勤務医こそが現場の実情を伝え

ていけるのではないか、そういう勤務医中心の医師

会なら、もしかすると国民のイメージというのを変
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　なぜかというと、やはり個別の医師、患者関係な

のです。これが大事であります。日本よりも、イギ

リスでは、医師に対する評価は高いです。イギリス

では先進的な医療をやっているわけでもないのに、

イギリスの患者は医師に診療そのものを期待してい

て、心ある医師と患者関係というのができていると

いう評価であります。

　勤務医が、やはりこれを忘れていないか、ここの

点は勤務医にもう一度問いかけるべき、問題だと

思っています。時間がない時間がないで、患者と十

分な信頼関係にあるかどうか、もう一度ここを考え

るべきだろうと思っております。

　　（スライド 26）

　読売新聞、いろんな調査がありますけれども、患

者さんの意思の尊重や説明がしっかりできている

か、しっかり患者さんとコミュニケーションをして

いるかという点については、患者と医師の間では意

見に大きなギャップがあります。

　ですから、このことから問い直すことが必要です。

患者さんは味方です。最終的には良好な医師、患者

関係こそが我々の医療をよくしていくわけでありま

すから、そういう心づもりでやらなければいけない

わけであります。これが問題だと思います。

　　（スライド 27）

　アンガージュマン、今日、これは吉原会長の言葉

でございますが、私も実はサルトルがずっと大好き

で、文学部ではサルトルをメインテーマに勉強をい

たしました。サルトルの考え方は、決められたもの

は何もないのだ、すべて未来というのはこれから人

間のつくるところのものである。これから医療と医

えられるかもしれない。こうすれば、実際に開業医

のやり方もよくなるのです。やはり今の状況を考え

ますと、勤務医が中心となる医師会にならないと、

なかなか国民の合意が得られない。これをどう考え

ていくかだと思います。

　　（スライド 24）

　１つ申し上げたいのは、英国では、なぜ国民が医

療費を上げようと理解したのかということです。ブ

リティシュ・ジャーナル・オブ・メディスンなどに

も医師はすごくかわいそうだという論文が載ったり

しまして、国民は本当にかわいそうだなと思ったそ

うです。医師がボイコット運動まで起こしたわけで

ありまして、日本だったら、マスコミがこぞって反

発するところだと思いますけれども、英国で何が悪

かったのかという世論調査をやったところ、実は、

政府が悪いという意見が一番多かったのです。次が

管理者、これは医師ではないです。イギリスの場合

がＮＨＳの管理者、医師ではありません。本当に医

師の責任だという人は少なかったのです。

　　（スライド 25）
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らこういう筋書きが現実的に見えるわけです。

　もう一つの労働者たる勤務医の生活防衛として、

普通やることは、労働者というのは必ず危なくなっ

たら組織をつくるのです。組織運動、これは歴史的

に人間が繰り返してきたやり方です。これは状況を

改善する可能性があります。そして勤務医中心の医

政というものを実現しましょうと、私は勤務医の皆

さんに呼びかけたいのです。そうすれば国民から医

療の信頼の回復の可能性があると、そうすれば医療

費が増大して医療がよくなる。みんなで連携をして

開業医から勤務医まで手を取り合って、学会と医師

会が１つになって訴えていく時です。こういう選択

の時が今来ていると思います。

　　（スライド 29）

　私は勤務医です。それも１つの難しい科になって

いる外科医でございます。

　しかし、医師会に参加していって、医師会の力を

かりて、国政に自分たちの窮状を、現状を届けたい

と思っております。私は医療の質と安全の向上には

絶対に投資が必要であることを主張しております。

　また、刑事責任というものが医療過誤に適用する

ことが原則的に無意味かということを主張していき

たいと思います。

　本日は、おくれまして大変失礼申し上げました。

ご清聴ありがとうございます。

　

政がどうなっていくかはすべて今つくることなの

だ、何も決まっていない、放っておけば今よりももっ

と悪くされる、ただ、我々が立ち上げればこれを変

えることができる。これを教えているのが、まさに

サルトルの実存主義でございます。

　　（スライド 28）

　勤務医が立ち去った場合にどうなるか、状況は悪

化していて恐らくマスコミや世論は医師という職業

一般を批判してくると思います。これによって、場

合によっては業務の選択の自由が大幅に制限されて

いく。もう医師はこうしなさいという義務づけがで

きてくるはずです。やることはもう見えています。

　そして、仕方がないとなったら、東南アジアからと

りあえず輸入しておこうという話になるのです。これ

が多分、役人とすれば一番簡単な話なのです。だか

　　（スライド 27）




